









l . は じ め に
2 . 我 国の所得再分配の動向
a 所得再分配統計の所在
b 厚生省『所得再分配調査報告』





4 . 結 語
1 . は じ め に
前 田 修 也
福祉の重要な指標である所得分配の平等化の程度がどの程度なのか。比
較する時その方向は, 時系列的・ 横断面的の双方向から行なわれるべきで





与 え る こ と が あ る 。  これを回避するために 「等価所得比率」が提案されて
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「金国消費実態調査』 は. 現在農林漁業世帯及び単身世帯をも含む l )
全国の全ての世帯から約59,000世帯という大きな標本が抽出され, 単身世
帯も合計約4l00世帯余りが抽出されている。 「家計調査」 と比べると5年
1 )  昭和44年調査以前の調査では, 農林漁業を営む世帯は調査の対象から除外し
ていたが. 49年調査から, 世帯主が専らまたは主として般林漁業を営む世帶
についてのみ不適格世帯とし,兼業農家は調査の対象とした。昭和59年から
は, 展林漁業を営む世帯を含む全ての世帯を調査の対象と している 〔l3〕。





















分配所得には現在大きく 3つの要素が推計されている。第 l は , 所 得 税 ,
住民税, 固定資産税(事業上のものを除く) 自動車税等から構成されるい
わゆる直接税であり, 間接税は含まれない。 第2の要素は, 医療及び年金
等の社会保険料の拠出である。第3の要素は,老齢年金,障害年金等の長
期給付と傷病手当金,公的扶助(生活保護),医療の現物給付等の公的社
会保障給付である。 報告書では, これらのほかに, 当初所得に社会保障に
2 )  員塚・地主 〔 9 〕  (昭和49年) 「財政による所得再分配効果分析」 (財団法人)
統計研究会, P.78

































































































































































































































る。 これによると, 調査が始まった昭和27年では, 再分配の効果は極めて
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にしている。 こ こ で , 改 善 度 3 ) として示されている数字は,以下のよう
3 ) 一般 に 「平準化係数」 ( 石 〔 l 〕 ) ,  或いは 「再分配係数」 と言われている/'






































































































































ltlll 電和53年以降の( )内の数字は.私的結付(仕送 り.企集年金,退験金.生0保険金等の合計
額)を当初所科に含めない場合の,もの。
に定義される。すなわち,当初所得のジニ係数および再分配所得のジニ係
数をそれぞれ. G b, G a と す る と. 改善度Kはっぎのように定義される。
K = (G b -G a ) / G b
表は, 大きく所得再分配によるジニ係数の改善度を租税による再分配効
果(当初所得 一 税金)と,社会保陣による再分配効果(当初所得+医療費
+社会保障給付金一社会保険料) とからなっている。 しかし, 再分配所得
による改善度が, 租税による改善度と社会保陣による改善度の単純な合計
、、.ものに等しい。 本校では 「所得再分配調査」 に 従 い  「ジ 二・ 係数の改善度」 を
使用した。
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4 )  平成5年版の 「所得再分配調査結果」 の世帶類型等別所得再分配状況による
と,高齢者世帶の平均所得再分配係数(平均再分配所得から平均当初所得を
差し引き平均当初所得で除したもの) は,  l34.5%と被保護世帯に次ぐもの
であった。 また. 同調査世帯主の年船階級別所得再分配状況をみても, 70歳
以上の年船階級の再分配係数が52.8%と, 60歳̃69歳階級のl8.3%を大きく
上回 つ ている。
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come) 」 か  「一人あたり所得(incomeper capita)」が考えられるが,





験的によく知つ ているのである。 そこで, 「単純一人あたり所得」 の使用
も考えられるが, 当然それは世帯のいわば 「分子的性格 511」 を無視するこ
と と な る。
Praise&Houttaker〔l2〕よると,世帯内の分子的性格は,以下の様
に説明されている。そ れ は , 大 き く 次の3点に要約される 6'。 ( A ) 家 族
のおおきさが嗜好の変化を起こしその結果消費に影響を及ぼす効果。 プレ






服費などが多いかも知れないが, 子供ができると, 子供の玩具, 家庭内の
娯楽費がおおくなるであろう。 ( B )  家族の大きさの変化は必需品と費沢
品を区別し支出するようする。 l家族人員数が多くなると一人あたりの所
得が小さくなるのでそうでない場合よりも必需品への支出は增大する。

















に基づいて計測されるもの。 これは次の2つに分けることができる。 l つ
は, 簡便な計測方法で価格指数でのラスバイ レス指数やパージェ指数に相
当する方法である。 も う ひ とっは, 需要システムのなかに家計構成を取り
込んで, 所得効果だけでなく代替効果をも考慮して計測しようとするもの
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で あ る。 所 得 ( 総 支 出 ) を Y ,  i 財 への 需 要 を X i , 第 i 財 への




いるが,我国のデータを用いた〔l6〕〔 l 7〕と〔 l 8〕とはそれぞれ,プレ
イス&ハウ タ ッ カ一法とスケーリング法 7 ) を用いている。 本稿では,等
価所得比率を用いて所得分配の不平等まで計測した 〔 l8〕  を紹介しながら
我国の所得再分配効果をみていく。
c. 等価所得比率による所得再分配効果の測定
表3 -( l )̃ 表3 - (3)は, 『全国消費実態調査(昭和58年)」 をもちいて規
模の経済性が世帯人員の上昇によってどのように変化しているかを示して
いる 8、。表中の J の値を見ることによって, このことが理解できる。この
値が大きいほど規模の経済性が大きいといえる。 5大費日別の数で特に大
きな値を示しているのは, 住宅である。 また, 最も規模の経済性が小さい
費日は光熱費となっている。 食料に関しては, 世帯規模に比して, ほぼ規
模の経済性が見られない (大体l.3̃ l.4の間)。
次に等価所得比率を求めた結果をしめす。 2人世帯ではl.533, 3人世
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( 1 ) 2人世帯等価所得比率の計測値
lllp Xi
J'・
J i・ 平均支出額(円) 総支出に占める割合
食 料 l.58 0.608 l.300 520,204 0.243
住 宅 2.7l4 2.84l 3.383 2l8,8l9 0. l02
光熱費 l.358 1. l12 0.584 l05,l90 0.049
表 料 2.463 l.394 l.84l l73,602 0.08l
離 '資 l . 7 l l 0. 1「07 l.324 1,l26,682 0.525
サ ン プ ル サ イ ズ  9233 世常所得l万円のl人当り実
AY l.367 (表科を除いた J )
J' 0.976 (l0000◆ ( l 十 J ' ) / 2 ) =9695円
J ' (表料を除く)  0.939 (l0000' ( l + J ' ) / 2 ) = l万2535円J ' '  1.533
J ' (表料を除く) l.507
J (U.S.Aでの結果) 0.886
注 :  J ' は. 米国の需要価格・所得弾力性の値を用いた結果であり.
J''は日本の弾力性の値を用いた結果である。
( 2 ) 4 人世帯等価所得比率の計測値
△p X j J 'l
J 11'
平均支出額(円) 総支出に占める割合
食 料 l.843 1.351 1. 352 792,179 0.297
住 宅 2.9l2 2.413 3.238 216,9l7 0.08l
光熱費 l.471 0.780 0.479 l30,868 0.049
表 料 4.071 3.682 3.439 209.607 0.079
推 費 2. l05 1.799 l.584 l,3l5,787 0.494
サ ン プ ル サ イ ズ  l62l7 世帯所得l万円のl人当り実
.iY l.626 (表料を除いた J )
J' 1.8l4 (l0000' ( l 十 J ' ) / 4 ) =6635円
J ' (表料を除く) l.654 (l0000' ( l 十 J '' ) / 4 ) '=6490円J '  l.74l
J ' ' (表料を除く)  l.596
J ( U.S.Aでの結果) l.726




食 料 2.2l3 l.498 l.30l 894,l07 0.30l
住 宅 7.886 7.265 7.978 20l,604 0.069
光熱費 2.565 l.760 1.67l l63,065 0.0-:)5
衣 料 5.049 4.4l9 4.266 233,392 0.079
雑 費 2.963 2.303 2.236 l,463.463 0.495
サ ン プ ル サ イ ズ  4l46
」y 2.032
J '  2.535
J ' (表料を除く) 2.374
J ' '  2.474
J ' ' ( 表 料 を 除 く )  2.320
J ( U.S. Aでの結果) ial定なし




(l0000* ( l 十 J ' ) / 6 ) =5622円




R = { 1 0 , 0 0 0 x ( l 十 S o ) / N }































世帯所得 世帯員1人当り所得 世帯員l人当り等価所得* *
課 税 前 所 得 3848 l205 3046
ジ ニ 係 数 0.359 0. 383 0.372
課 税 後 所 得 36l9 1l53 2859
ジ - 係 数 0.324 0. 335 0.327
再 分 配 係 数 9. 74 12. ,ll9 12. 10
課税前・課税後所得分配の不平等度 (昭和59年)
世帶所得 世帯員1人当り所得 世帯員1人当り等価所得'*
課 税 前 所 得 4128 l299 3240
ジ ニ 係 数 0. 408 0.441 0. 419
課 税 後 所 得 3952 l245 3l54
ジ ニ 係 数 0 . 356 0.369 0.359
再 分 配 係 数 l2.65 l6.28 l4.32
注 : 等価所得*は米国の所得 ・ 価格那力性を用いて推計した等価所得比較を用いて計算してお
り, 等価所得*'は日本の弾力性の値を用いて計算している。






l0) Kakwan i 〔5〕  は,  オ ー ストラリァの所得分配に初めて等価所得比率の概念
を導入し, 以下のような結論を得ている。 (l)目的が所得不平等の計測にある
の な ら ば , そ れ は 等 価 所 得 比 率 の 計 測 が 正 確 か ど う か と い う こ と ょ り も , む
しろそこで使われる所得の種類(当初所得・組所得・可処分所得等) と採用
される不平等尺度の種類(ジ ー 一 係数 ・ ア ト キ ン ソ ン 尺 度・ カカー一尺度等)
により大きく依存している。(2)「等価所得比率によって調整済の世帶所得」
の不平等度は,単純1人当たり所得や世帯所得の不平等度よりも,それが上
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l_ l 8 〕 八 木 ・ 橋木(1996) 「等価所得比率の測定と所得分配不平等度の解釈」 『季 fl1
社会保障研究』Vo1.32No. 2
(summary )
What is the degree of income inequal ity in modern Japan?We can
measure income inequality by analyzing it in a time series, and by compar-
ing it with that of other countries.The first half of the article presented
the Japan's income redistribution f r om1952to l993. In order to compens-
ate for the effect of demographic characteristics , an income equivalence
scale was in t roduced.The lat ter  half of the article presented data of
Japan's income distribution, providing originalincome ine(1uality calculations
using the income equivalence scale.
(key words)
income inequality ・effect of income redistribution ・demographic
characteristics of household ・e(luivalence scale
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